
1 

 

資料番号 １ 

 

 

 

「社会資本未来プラン」改定の骨子案について 

 

１ 要旨 

 「安心▷誇り▷挑戦ひろしまビジョン」（以下「ビジョン」という。）が目指す県土の将来像を

実現するため策定している社会資本未来プラン（令和３年３月策定。以下「プラン」という。）

について、策定後５年の折り返しを迎えており、上位計画であるビジョンの改定内容と整合を図

りながら、これまでの取組成果や課題、社会経済情勢の変化等を踏まえ、改定することとし、骨

子案を次のとおりとする。 

 

２ 骨子案の概要 

(1)  計画期間 

令和３年度（2021 年度）～令和 12 年度（2030 年度）〔10 年間〕 

 

(2)  計画の位置付け 

    プランは、ビジョンが目指す県土の将来像を実現するための分野別計画であり、今後の取組

の方向性など、社会資本分野のマネジメントの基本方針として策定しているものである。 

なお、この方針に基づき、道路、河川など事業毎に具体的な整備水準や投資予定額、実施箇

所等を示した事業別整備計画など、プランに関連する計画を別途策定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)  策定に当たっての考え方 

現行プランに基づく事業について、用地取得の難航等により一部遅れが生じている箇所は

あるものの、国の有利な財源の活用により物価高騰の中でも事業量の確保を図り、概ね計画

的に推進している。 

一方、自然災害の激甚化・頻発化やインフラ老朽化の一層の進行、AI・デジタル技術の発

展、半導体など国の戦略分野への大規模投資の拡大、資材価格・労務費の高騰など、社会経

済情勢の変化も生じており、これらを踏まえ、必要な見直しを行う。 

【見直しのポイント】 

○ 防災・減災対策の充実・強化による強くしなやかな県土の実現 

○ 先端産業の集積や県内外の交流拡大等を支えるインフラ整備による豊かで魅力ある地

域づくりの推進 

○ 建設分野の生産性向上等による人手不足対策・担い手確保の推進 

令和８年７月 17 日 
課 名 土木建築局土木建築総務課 
担当者 課長 重政 
内 線 3810 

関連計画 
計画期間︓５年 インフラ⽼朽化対策の中⻑期的な枠組み 

広島県建設産業ビジョン 

広島デジフラ構想 

広島県道路整備計画 ひろしま川づくり実施計画 

ひろしま海岸防災プラン ひろしま砂防アクションプラン 

広島県みなと・空港振興プラン 県営住宅再編５箇年計画 

事業別整備計画 

広島県耐震改修促進計画 

安心▷誇り▷挑戦 ひろしまビジョン（令和２年 10 ⽉策定）計画期間︓10 年 

社会資本未来プラン（令和３年３⽉策定）計画期間︓10 年 

現行プランの体系図 
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(4)  見直しの方向性 

 顕在化した課題等に的確に対応できるよう必要な改定を行った上で、目指す姿の実現に向

けて、これまでの取組方針に基づき、計画的な社会資本整備を進める。 

 

３ スケジュール（予定） 

  プランの関連計画である事業別整備計画等と整合を図りつつ、市町等との調整を十分に行いな

がら、見直しを進める。 

※ 関連計画のうち、パブリックコメントを実施するものについて、意見募集期間を確保するため、素案公表の前

倒しも検討するなど、必要に応じてスケジュールを調整する場合がある。 

※ 次期事業別整備計画における５年間の実施予定箇所は、次期計画の骨子案公表後に、関係市町等と調整を 

行い、整理する。 

目指す姿 

（変更なし） 

県民が様々な場面（平時から非常時に至るまで）において、「安全・安心」や「サー

ビス（利便性・快適性・生産性）」等の向上を実感できる社会 

基本的な取組方針 

（変更なし） 

・最適な資源配分による効果的なハード対策の推進 

・ハード対策を補完する取組の充実・強化 

・効果的・効率的な維持管理の推進 

・進展するデジタル技術の実装によるイノベーション 

現計画の施策体系（変更なし） 取組内容の見直し 

【施策Ⅰ】 

安全・安心を支え

る総合的な県土の

強靱化 

【取組方針①】防災・減災対策の

充実・強化 

・流域治水や土砂洪水氾濫対策の推進 

・避難行動を促す取組や建築物耐震化の取組、

目標の見直し 

【取組方針②】安全で快適な交通

環境づくりの推進 
― 

【施策Ⅱ】 

交流・連携を支え

るネットワークの

充実・強化 

【取組方針③】経済・物流を支え

る基盤の強化 

・半導体産業等の集積に向けたインフラ整備、

モーダルシフトの促進等 

【取組方針④】集客・交流機能の

強化とブランド力向上 
― 

【施策Ⅲ】 

魅力的で持続可能

な社会を支える基

盤形成 

【取組方針⑤】コンパクトで持続

可能なまちづくりの推進 
― 

【取組方針⑥】 

環境保全と循環型社会の構築 

・カーボンニュートラルポート形成に向けた取

組の推進等 

【共通施策】社会資本の適切な維持管理の推進 

・ライフサイクルコスト縮減等に資する革新技

術の活用推進 

・除草・伐木対策の強化 

【効果を高めるための施策】広島デジフラ構想の推進 ・中小建設事業者へのデジタル技術の普及促進 

（月） 
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「社会資本未来プラン」改定の骨子案

土木建築局

令和８年７月17日
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8/5 局経戦後の反映

関係課の修正反映

ビジョン骨子案（社会経済情勢の変化）の反映

9/11局経戦後の修正箇所：緑マーカー着色
・広島空港利用者数等の実績見込み変更に伴う修正
・海岸計画の名称変更に伴う体系図変更→9/30再検討

依頼① 再度、関連計画の内容との整合を確認し、修正がありま
したら反映をお願いします（朱書き、水色マーカー着色）。

振り返りの実績見込みが変更になる場合は、資料「02_依
頼①_関連計画（事業別整備計画）進捗状況・評価」もあわせて

修正してください。

3/12 局長、審議官レク終了後修正（スケジュール）

R8.3.10時点

3/16財政課指摘対応：p17,p18,p21

3/16局内レク：p17,p18,p21

3/18 財政課長レク p18 p21

3/18 局長、審議官レク

3/25 スケジュールのみ修正

3/27 副知事説明資料
4/8 知事説明資料
※知事レク時の指摘事項に伴い修正
4/13 局内説明（部長以上）

知事指摘事項
○ 防災等の機能だけでなく、観光など人に訪れてもら
うことにもつながるよう、自然も生かしながら、美しさ
や景観を意識し、風景をデザインするといったことも考
えてもらいたい。
○ この先の人口減少を念頭に、新たな技術も積極的に
活用しながら、施設の長寿命化など、将来世代の負担を
なるべく減らしていく必要がある。

5/13  T指摘対応：p13



見直しの趣旨・プランの位置付け等

１ 見直しの趣旨

「安心▷誇り▷挑戦ひろしまビジョン（以下「ビジョン」という。）」が目指す

県土の将来像を実現するため策定している社会資本未来プラン（令和３年３月策定）

について、策定後５年の折り返しを迎えており、上位計画であるビジョンの改定内

容と整合を図りながら、これまでの取組成果や課題、社会経済情勢の変化等を踏ま

え、改定を行う。

２ プランの位置付け

ビジョンが目指す県土の将来像を実現するための分野別計画であり、今後の取組の

方向性など、社会資本分野のマネジメントの基本方針として策定しているものである。

３ 計画期間

令和３（2021）年度～令和12（2030）年度（10年間）
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4/13 迎えるに当たり⇒迎えており

6/22 策定するもの⇒策定しているも
の（概要ペーパーとあわせる）



社会資本未来プランの概要
基本的事項

「社会資本未来プラン」は、「安心▷誇り▷挑戦 ひろしまビジョン」が目指す
県土の将来像を実現するための分野別計画であり、社会資本分野のマネジメント
の基本方針として策定

令和３年度～令和12年度〔10年間〕

策定の趣旨・位置付け

計画期間

施策の方向性

➢最適な資源配分による効果的なハード対策の推進
✓県民の安全・安心の確保や社会経済活動を維持・発展させていくため、地域
の状況や市町のまちづくり計画も勘案しながら優先度を設定し、最適な資源
配分による効果的な社会基盤の整備を推進

➢ハード対策を補完する取組の充実・強化
✓既存インフラの更なる有効活用やその機能を高めるハード対策に加え、ソフ
ト対策を一層充実・強化させ、ハード・ソフト対策を相互に関連・補完させ
ながら、より効果的・効率的な取組を推進

➢効果的・効率的な維持管理の推進
✓老朽化する既存インフラが更に増大する中、既存インフラが持つ機能を適切
に維持し、期待される効果を最大限発揮し続けることができるよう、国・市
町等と連携して、より効果的かつ効率的な維持管理を推進

➢進展するデジタル技術の実装によるイノベーション
✓社会情勢の変化に伴う様々な課題に的確に対応していくため、デジタル技術
を最大限に活用していくとともに、新たなサービスや付加価値の創出にも、
民間企業等と積極的に協働しながら推進

県民が様々な場面（平時から非常時に至るまで）において、「安全・安心」
や「サービス（利便性・快適性・生産性）」等の向上を実感できる社会

基本的な取組方針

目指す姿
社会資本整備の優先順位

最適な資源配分による効果的なハード対策を推進するため、事業・施策を超えた横断的な評
価に基づく優先度を設定

※表中のＡは、事業別整備計画において早期に事業効果を発現させるため集中的に取り組む事
業箇所のグループを、Ｂは計画的・段階的に実施する事業箇所のグループを指す。

体系図
施策

優先度

安全・安心を支える

総合的な県土の強靭化

交流・連携を支えるネッ

トワークの充実・強化

魅力的で持続可能な

社会を支える基盤形成

①防災・減
災対策の充
実・強化

②安全で快適
な交通環境づ
くりの推進

③経済・物
流を支える
基盤の強化

④集客・交流
機能の強化と
ﾌ゙ ﾗﾝﾄ゙力向上

⑤ｺﾝﾊﾟｸﾄで持
続可能なまち
づくりの推進

⑥環境保全
と循環型社
会の構築

★★★★ 防災Ａ 経済Ａ 集客Ａ

★★★ 交通Ａ 経済Ｂ 持続Ａ

★★ 防災Ｂ 交通Ｂ 集客Ｂ

★ 持続Ｂ
環境Ａ
環境Ｂ

施策体系

（
広
島
デ
ジ
フ
ラ
構
想
）
の
推
進

デ
ジ
タ
ル
ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
ー
メ
ー
シ
ョ
ン

【
デ
ジ
タ
ル
技
術
の
実
装
に
よ
る
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
】

【県土づくりにおける 】～社会資本の適切な維持管理の推進～

安全・安心で、広島県の強みを生かした魅力のある持続可能な県土づくり
～社会変化に適応したインフラマネジメントの推進～

【施策の柱】

【安全・安心な県土づくり】

～安全・安心を
支える総合的な

      県土の強靭化～

取組方針①
防災・減災対策の充実
 ・強化
取組方針②
安全で快適な交通環境
 づくりの推進

【魅力ある持続可能な県土づくり】

～魅力的で持続可能
な社会を支える

基盤形成～

取組方針⑤
コンパクトで持続可能
なまちづくりの推進
取組方針⑥
環境保全と循環型社会
 の構築

【県の強みを生かした県土づくり】

～交流・連携を支える
ネットワークの

充実・強化～

取組方針③
経済・物流を支える基盤
 の強化
取組方針④
集客・交流機能の強化と
 ブランド力向上

施策Ⅰ 施策Ⅱ 施策Ⅲ

共通施策

計画的に推進するための取組

効
果
を
高
め
る
た
め
の
施
策

◼ 事業別整備計画の着実な推進
◼ 多様な主体との連携

◼ 社会資本を支える担い手の確保・育成
◼ 施策の点検

関連計画

計画期間：５年インフラ老朽化対策の中長期的な枠組み

広島県建設産業ビジョン

広島デジフラ構想

広島県道路整備計画 ひろしま川づくり実施計画

ひろしま海岸防災プランひろしま砂防アクションプラン

広島県みなと・空港振興プラン 県営住宅再編５箇年計画

事業別整備計画

広島県耐震改修促進計画

安心▷誇り▷挑戦 ひろしまビジョン（令和２年10月策定）計画期間：10年

社会資本未来プラン（令和３年３月策定）計画期間：10年
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11/21 ＡＨＰ法（階層化意思決定法）に関する記載を削除



目 次

１ 現行プランの振り返り

（1） 計画箇所の事業実施状況（事業区分別）

（2） 主な成果と課題（施策別）

２ 社会経済情勢の変化

３ 見直しの方向性

４ 社会資本未来プランの改定に向けたスケジュール
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施策 主な成果と課題

【施策Ⅰ】安全・安心を支え
る総合的な県土の強靭化

○平成30年7月豪雨災害等を踏まえた事前防災対策を着実に推進。

○一方、平成30年７月豪雨災害から時間が経過し、県民の風水害への意識が低下し
ており、避難行動を促すソフト対策の強化を図る必要がある。

○また、建築物耐震化は、進捗が低調であることから、その要因を分析し、必要な対
策の強化を図る必要がある。

【施策Ⅱ】交流・連携を支え
るネットワークの充実・強化

○企業活動を支える物流基盤や観光振興などに資する基盤などの整備を着実に推進。

【施策Ⅲ】魅力的で持続可能
な社会を支える基盤形成

○安全・安心に暮らせる集約型都市構造の形成などに向けた取組を着実に推進。

【効果を高めるための施策】
デジタルトランスフォーメー
ション（広島デジフラ構想）
の推進

○建設分野の生産性向上や、DoboXの構築などによる新たなサービス・付加価値の
創出。

○一方、中小建設事業者においては、デジタル技術の活用が十分進んでいない。

【共通施策】社会資本の適切
な維持管理の推進、計画的に
推進するための取組

○修繕方針等に基づく計画的な補修による施設の適切な機能維持やコスト平準化など
を着実に推進

5

１ 現行プランの振り返り（全体）

○ 用地取得の難航等により一部遅れが生じている箇所はある一方で、国の有利な財源の活用により
物価高騰の中でも事業量の確保を図り、概ね計画的に事業を推進している。

○ 引き続き、地域の状況等も勘案しながら優先度を設定し、最適な資源配分による効果的な社会基

盤の整備を進める。

5/7  P4の後に総括的な評価を追加

8/4  （修正前）

〇平成30年7月豪雨災害等を踏まえた防災施
設整備など、事前防災対策を着実に推進。



事業
区分

合計
箇所数

A

計画 実績（R7）

（部分）
完成

継続
（部分）
完成

継続
未着手

B
遅延

C
進捗

D=A-C
計画達成
率D/A

着手率
1-B/A

道 路 263 137 126 85 178 0 52 211 80% 100%

河 川 86 29 57 29 57 0 0 86 100% 100%

砂 防 292 111 181 77 215 0 34 258 88% 100%

海 岸 42 11 31 8 33 1 4 38 90% 98%

港 湾 33 11 22 10 23 0 1 32 97% 100%

漁 港 8 3 5 3 5 0 0 8 100% 100%

計 724 302 422 212 511 1 91 633 87% 100%

（１）計画箇所の事業実施状況（道路法面災害防除 以外）

遅延

①（部分）完成→継続

②（部分）完成→未着手

③継続→未着手

※①②は（部分）完成の計画と実績の差で算出

③は未着手数となる

※道路（法面）のみ完成→未着手

（完成＋部分完成実績）/ （完成＋部分完成計画）＝68%

各事業の（完成＋部分完成実績）割合の平均→83%

※ 国直轄事業や、H30豪雨・R3豪雨等に係る復旧・復興分の箇所は含まない。

※ 「遅延C」は、（部分）完成又は新規着手できなかった箇所数（次ページ以降も同じ）
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A 前計画よりも整備箇所増（224箇所）

B 完成と部分完成の合計の計画と実績の差（▲229箇所）
A+B=▲５箇所

１ 現行プランの振り返り

5/29道路法面災害防除以外→道路の法面災害防除以外）

6/2道路法面災害防除以外に戻した

11/12 道路時点修正（進捗遅れ＋４箇所））

計画達成率に変更はなし

■エクセルシート「【様式３】骨子案」反映

8/4漁港

継続→部分完成（１） 部分完成→継

続（１） 増減結果±０

2/13 各事業の進捗状況を反映

○ 令和３年豪雨災害の発生に伴う復旧工事等の最優先での実施、新型コロナの影響による用地交渉
機会の減少、資機材調達の難航等の影響もあったが、概ね９割の箇所で、計画どおり進捗

5/1 道路１箇所 遅延△１（継続→（部分）完成



事業区分 遅延箇所数

県事業の遅れの理由

用地交渉等の難航
現場条件等による
計画の見直し

資機材の調達難航や高騰
等による計画の見直し

道 路 52 25 17 10

砂 防 34 31 0 3

海 岸 4 2 1 1

港 湾 1 1 0 0

計 91 59 18 14

構成比 100% 65% 20% 15%

（１）計画箇所の事業実施状況（道路法面災害防除 以外）

参照【様式２】整備箇所未達理由（直轄、橋梁、のり面除く）

○ 遅延が生じている91箇所のうち、6割以上は、用地交渉等の難航によるもの。

○ 所有者不明土地の増加など調整難航箇所が増えている中、早期の事業効果発現を図るためには、

計画段階で、事業効果や地元要望などに加え、用地取得等の見通しも含めた事業の実施環境をより

重視する必要がある。
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3/18今も行っているが、より確度や精度を高める書き方にすること

１ 現行プランの振り返り

6/2（１）計画箇所の事業実施状況（道路の法面災害防除以外）

7/8道路（防災系/橋梁耐震補強） 物価高騰による遅れが＋２箇所

11/12 道路時点修正（進捗遅れ＋４箇所））

構成比に変更はなし

■エクセルシート「【様式３】骨子案」反映

2/10 港湾 遅延＋１

2/13 砂防 遅延+11

2/20 道路 遅延＋5



（１）計画箇所の事業実施状況（道路法面災害防除）

事業区分
合計
箇所数

計画 実績（R7）

完成 継続
（部分）
完成

継続 未着手 遅延 進捗
計画
達成率

着手率

道路
法面災害
防除

260 260 0 127 121 12 133 127 49% 95%

緊急輸送道路 交通量3,000台/24h以上
その他 合計

広域 1次 2次・3次 事前規制あり 事前規制なし 事前規制あり

全体(背後
斜面含む)

248箇所
52億円

532箇所
118億円

385箇所
67億円

263箇所
82億円

174箇所
22億円

36箇所
10億円

2,982箇所
513億円

4,620箇所
864億円

うち法面
対策

34箇所
14億円

102箇所
50億円

98箇所
26億円

59箇所
42億円

29箇所
5億円

3箇所
2億円

577箇所
156億円

902箇所
295億円

安定度調査 0.8億円 1.5億円 1.0億円 0.8億円 0.5億円 0.1億円 8.5億円 13.2億円

合計 53億円 120億円 68億円 82億円 23億円 10億円 522億円 877億円

►緊急輸送道路の法面対策（293箇所・132億円）を最優先
►道路改良等で対応予定の箇所を除く260箇所・95億円の対策をR3～R7の5年間で実施

【現道路整備計画における法面対策（ R元年12月「今後の法面対策のあり方検討会」に基づく）】

○ 法面災害防除については、背後斜面の安定度調査の結果、落石等の危険性が高い箇所が多数確認さ
れるなど、当初想定していなかった現場条件への対応等により、事業費の増大及び工事期間の長期化

が生じており、260箇所のうち約半数の133箇所が未完成となる。

○ 安定度調査の結果を踏まえ、不安定な背後斜面を含む一体的な予防保全を実施することにより、安
全性の向上は図られており、引き続き着実な事業推進を図る。

事業区分 計画→実績 箇所数 遅れが生じた理由 主な箇所

法面災害
防除

完成→未着手 12 背後斜面対策の追加に伴う計画変更 （一）布賀油木線（上豊松～李）

完成→継続 61 背後斜面対策の追加に伴う計画変更 （一）後山公園洗谷線（熊野～長和）

60 用地交渉等の難航によるもの （国）184号（大山田）

○計画見直しは、斜面対策の追加に入れた
○事業費の増大や工期の長期化は、具体的にどう増えたのか言えないか。
○関係機関との調整は、「用地交渉等の難航」にまとめた。
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3/14修正（道企より）

理由集約の変更

85→84

41→23+18+1=42

3/18次期計画策定時にはリスクを考慮して計画を立てること

１ 現行プランの振り返り

6/2（１）計画箇所の事業実施状況（道路の法面災害防除）

3/18着手率を追加（栢部長）

6/20 完成122→123(箇所名： ）

7/1エクセルを確認すると、知事説明資料時から、理由ごとの箇所数が変わっていますの

で理由を教えてください。

⇒各事務所の担当係長に最新情報の聞取りを行った結果、内訳の精度が上がった

11/12 道路時点修正（進捗 ＋１箇所））

            達成率 +1%

精査に伴う遅れ理由内訳変更

■エクセルシート「【様式３】骨子案」反映



（第３種漁港：利用範囲
が全国的な漁港）

（２）主な成果と課題（施策別）

※水害・土砂災害リスクの認知度（APのKPI） 計画100%  実績71.1%
放置艇隻数（整備計画） 計画０隻→実績 約３千隻（R7見込み）

○広島デジフラ構想
○広島県道路整備計画
○ひろしま川づくり実施計画
○ひろしま砂防アクションプラン
○ひろしま海岸防災プラン
○広島県みなと・空港振興プラン
○広島県耐震改修促進計画

関連計画

※R7.4.1から小型船舶用泊地に係る使用料の徴収を開始
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１ 現行プランの振り返り

【安全・安心な県土づくり】～安全・安心を支える総合的な県土の強靭化 ～施策Ⅰ

5/29取組方針と主な取組を削除（成果と
課題がすべての主な取組に対応している
など誤解を与えるため）

成果 課題

○平成30年7月豪雨災害等を踏まえた防災対策について、緊急輸送
道路における法面対策など一部遅れはあるものの、防災拠点等周辺
の土砂災害対策の最優先で実施するなど、効果的なハード対策を着
実に実施

○また、ソフト対策の充実・強化を図り、ハード対策を補完
►発災直後に救援ルートを迅速に確保するため道路啓開計画策定
►流域のあらゆる関係者と連携した流域治水の取組開始
►全国に先駆けた盛土規制の実施

  ►災害リスク情報の提供の強化

○道路の法面災害防除の未完成箇所や用地取得の難航等により完成
が遅れている箇所の早期完成を図るとともに、優先度を踏まえなが
ら、防災施設整備を着実に推進する必要がある。

○平成30年７月豪雨災害から時間が経過し、県民の風水害への意識
が低下しており、災害リスクの認知度向上など、避難行動を促すソ
フト対策の強化を図る必要がある。

R2実績 R7目標 R7実績

AIを活用した地形改変の抽出（ﾌﾞﾛｯｸ数） 0 5 5

高潮浸水想定区域図公表率 0% 100% 100%

土砂災害警戒区域等の標識（小学校区） 10 420 420

R2実績 R7目標 R7実績※

水害・土砂災害リスクの認知度 77% 100% 74%

R2実績 R7目標 R7実績

インフラ・ライフライン等の対策箇所の保全 1,116 1,150 1,150
8/4  （修正前）平成30年7月豪雨災害等を踏まえ
た防災施設整備について、緊急輸送道路における
法面対策など一部遅れはあるものの、防災拠点等
周辺の土砂災害対策の最優先で実施するなど、効
果的なハード対策を実施し事前防災を推進

5/1 砂防

危機の県民意識調査はとりまとめ
中。６月に知事に報告予定。その
前に内部資料でも数値を出すなら、
速報値の注釈をつけてほしい。

71%⇒74%

7/10 砂防課
危機に確認し、公表となったため、速報値は不要とのこと
※ みんなで減災推進課による「令和７年度防災・減災に関す
る県民意識調査結果（令和８年２月） 」の速報値



○広島県耐震改修促進計画

関連計画
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5/2追加 建築課

5/2修正 港湾振興課

120→130地区

＋10地区：水域占用等での対応

２地区は対応困難

等：暫定係留区域の指定

１ 現行プランの振り返り

【安全・安心な県土づくり】～安全・安心を支える総合的な県土の強靭化 ～施策Ⅰ

成果 課題

○放置艇解消に向けた小型船舶用泊地の指定、使用料徴収・撤去指
導・廃船処理等の強化など、安全で快適な海上交通対策を推進

○建築物の耐震化については、市町と連携して補助制度の創設や所
有者への戸別訪問等を行い、耐震化を促進

○県内には多くの放置艇が残っており船舶航行等の支障となるおそ
れがあることから、放置艇を早期解消する必要がある。

○広域緊急輸送道路沿道建築物及び木造戸建住宅耐震改修実施率に
ついては、目標に対して低調であることから、その要因を分析し、
必要な対策の強化を図る必要がある。

R2実績 R7目標 R7実績

【広域緊急輸送道路沿道建築物】耐震改修実施率 9.1％ 概ね解消 43.3％

【住宅】耐震改修実施率 84.5％ 92.0％ 87.4％

【大規模建築物】耐震改修実施率 78.9％ 概ね解消 91.7％

H30実績 R7目標 R7実績

放置艇数（千隻） 約11 0 約3

R7目標 R7実績

放置艇対策基本方針に基づく放置等禁止区域 189地区 189地区(100%)

放置艇対策基本方針に基づく小型船舶用泊地
（水域占用等での対応含む） 132地区 124地区(94%)

5/29取組方針と主な取組を削除（成果と課題がす
べての主な取組に対応しているなど誤解を与える
ため）

8/4 42.9%→43.8%

7/2 86.5%→87.4%

8/4  93.5%→92.1%

（２）主な成果と課題（施策別）

※港振
9/26了説
10/6協議 修正予定
10/28修文しない回答

2/10 130地区→124地区（△６
地区）

2/26建築

43.8%→44.6%→（カウント方法変更）43.3%(97/224棟）
92.1%→91.7%（220/240棟）※広島市の建築物が１棟減



【県の強みを生かした県土づくり】～交流・連携を支えるネットワークの充実・強化 ～施策Ⅱ

成果 課題

○広島高速５号線や福山道路、広島港出島地区岸壁など一部遅れは
あるものの、物流基盤や産業用地の整備を着実に実施

○都市中心部や観光地へのアクセス性向上による主要都市間の連携
強化や地域観光の振興、空港アクセスの改善

○コロナ禍で運休した路線の復便や新規路線の就航による空港の利
便性の向上

○コロナ禍を経て、広島港クルーズターミナルの整備等によるク
ルーズ客船の受入環境の向上や寄港回数の増加（過去最高を更新）

○完成が遅れている箇所の早期完成を図るとともに、優先度を踏ま
えながら、物流基盤となる道路や港湾等を着実に整備する必要があ
る。

○コロナ禍で国内線ビジネス利用が減少し、回復していないことか
ら、引き続き、国内線観光利用や、国際線利用の促進を図る必要が
ある。

年度 R3 R4 R5 R6 R7

寄港回数 ２回 14回 63回 69回 110回

R2実績 R7目標 R7実績

国際定期路線数（路線・便/週） 5・26 7・31 7・40

広島空港と主要拠点を結ぶ公共交通ルート数 9 12 13

R2実績 R7目標 R7実績

高速道路ICから30分で到達可能な主要観光地等の
割合（%） 81 83 83

R2実績 R7目標 R7実績

年間渋滞損失時間（万時間） 4,500 3,500 4,180

広島空港に60分で到達可能な圏域の人口（万人） 149 162 155

県内港におけるコンテナ取扱量（万TEU）※現状R1 36 42 34
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R7目標 R7実績

港湾に関連する新たな物流・工業用地の提供(ha) 29 27

１ 現行プランの振り返り

5/29取組方針と主な取組を削除（成果と
課題がすべての主な取組に対応している
など誤解を与えるため）

（２）主な成果と課題（施策別）

※9/18空港
R7見込変更予定
利用者数 310→290
路線数 7・32→７・39
再整理予定（成果、課題、見直しの方向）
ビジョン指標
課題はコロナ禍による利用者減と人手不足（グラハン）

修正前は成果にあげていた
R2実績 R7目標 R7実績

広島空港利用者数（万人/年） ※現状R1 297 310 295

/年） ※現状R1

/週） 5・ 7・ 7・

11/12 時点修正

10/6
年度、回数修正
BP数値とは異なる
（年と年度の違い）

10/6 26→27

2/10 39→40(ハノイ便増便（週
3→週4）による)

6/19 港湾35→34



成果 課題

○中山間地域等を支える交通基盤整備や、ソフト対策を含む都市部
の渋滞対策などを着実に実施

○災害リスクの高いエリアの新たな開発を防止するため、市街化区
域の縁辺部低未利用地における土砂災害特別警戒区域の逆線引きを
先行的に実施

○カーボンニュートラルポート形成に向けた計画を策定（広島港、
福山港、尾道糸崎港）

○市街地再開発の推進による広島市都心の活性化（基町相生通地区
建築着手、広島八丁堀3番7番地区都市計画決定等）

○完成が遅れている箇所の早期完成を図るとともに、優先度を踏ま
えながら、都市部における渋滞要因に合わせた効果的なソフト・
ハード対策等を推進する必要がある。

○災害リスクの高いエリアが市街化区域内に多く残っており、都市
的土地利用が行われている箇所も含め、将来的な開発見込み等を踏
まえた優先度の設定による逆線引きを着実に推進する必要がある。

○CO2削減に資する広島高速5号線や福山道路等、完成が遅れてい
る箇所の早期完成を図る必要がある。

【魅力ある持続可能な県土づくり】～魅力的で持続可能な社会を支える基盤形成～施策Ⅲ
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R2実績 R7目標 R7実績

現況1車線バス路線区間延長（km） 36.8 31.2 31.2

H28実績 R7目標 R7実績

自動車のCO2排出削減量（千ﾄﾝ/年） 2 8 ７

居住誘導区域※における利便性の向上に資する道路整備の完成延長（km）
（R3～R7の居住誘導区域における道路整備延長59.9km）
※令和２年度末で立地適正化計画を策定している７市（広島市を除く）が設定した区域

「現状」
「平成25年度以降における、公園施設の大規模修繕や高速道路の開通、新
型コロナウィルス感染症などの外的な影響が少ない年度の平均値」

みよし H26～H30 5年平均
びんご H25～H29 5年平均
せら H28～R1 4年平均

１ 現行プランの振り返り

5/2削除 方向性から公園の事項を削除したため
○コロナ禍で落ち込んだ公園利用者数が回復しておらず、都市と自然が近
接した魅力が十分生かされていない。

5/29取組方針と主な取組を削除（成果と
課題がすべての主な取組に対応している
など誤解を与えるため）

（２）主な成果と課題（施策別）

8/4 八丁堀3・7地区→広島八丁
堀3番7番地区

10/10数位 関連計画と整合

3/10  3/6に都市計画決定→予定削除



多様な主体との連携 等

成果 課題

○計画箇所の修繕工事に概ね着手（物価高騰の影響等により一部箇
所で完了時期に遅れ）し、修繕方針等に基づく計画的な補修による
施設の適切な機能維持やコスト平準化

○長寿命化やインフラ整備等の効率化・高度化に資する革新技術の
登録・活用の拡大

○県・市町連携や群マネの検討に着手し、県内公共土木施設の適正
かつ効率的なマネジメントを推進

○キキミルARなど県民の安全・安心の向上、ドローン等を活用した
施設点検等の高度化・効率化、ICT活用工事などi-Constructionの拡
大による建設現場の生産性向上、デジタルリテラシー向上を図る講
習会開催など建設事業者への支援拡大

○データ連携基盤DoboXの運用開始・オープンデータ化、民間も含
めたデータを活用した新たなサービス・付加価値の創出

○ネーミングライツ（BP福山、みよし公園等）やPark-PFI（びん
ご運動公園）の導入により、公共施設を利用した新たな財源を確保

○完成が遅れている箇所の早期完成を図るとともに、インフラ老朽
化の進展に対応した効果的・効率的な維持管理を強化していく必要
がある。

○中小建設事業者においては、デジタル技術の活用が十分進んでい
ないため、デジタル技術の普及を促進していく必要がある。

【県土づくりにおける共通施策】
～ 社会資本の適切な維持管理の推進 ～

共通施策

【デジタル技術の実装によるイノベーション】
広島デジフラ構想の推進

効果を高めるための施策
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革新技術
R4→R6
98→171

Aランク Bランク Cランク

建設事業者のICT活用工事経験(R7) 82％ 44％ 5％

※建設事業者のICT活用工事経験は、Aランク76％に対し、
    Bランク30％・Cランク3％

R7目標 R7実績

1巡目点検で健全度Ⅲであった橋梁の修繕割合 100% 83%

１ 現行プランの振り返り

計画的に推進するための取組 5/29取組方針と主な取組を削除（成果と
課題がすべての主な取組に対応している
など誤解を与えるため）

6/2 計画的に推進するための取組に対応する成果を追加

■道路
橋梁の修繕割合について、
エクセルの様式１は75.7%、５月に確認しました説明資
料では80%です。
どちらにあわせましょうか。
資料が正しい場合は様式１の変更をお願いします。
→老朽化対策にあわせ、80%とする。

（２）主な成果と課題（施策別）

5/1修正 道路整備課（R6実績は79%、

R7補助内示が低かったため83%→80%)

5/1 時点修正 ICT R6
修正前 A74% B28% C3%

2/13 名称変更（ミエドキ→キキミル）

11/12 時点修正

5/1 橋梁82%⇒83%

5/13  T指摘対応：内藤審議官
語尾が揃っていないので揃えた方がいのでは。

中小建設事業者においては、デジタル技術の活用が十分進んでい
ない
→中小建設事業者においては、デジタル技術の活用が十分進んで
いないため、デジタル技術の普及を促進していく必要がある。



１ 若者を中心とした転出超過を含む人口減少、少子化・高齢化の深刻化

２ 気候変動等に伴う災害（水災害、土砂災害等）リスクや南海トラフ巨大地震の切迫性の高まり
また、気候変動対策としてのCO2削減の必要性の高まり

３ インフラの老朽化の一層の進行に伴うリスクの増大（埼玉県八潮市の道路陥没事故等）

４ AIなど新たなデジタル技術の出現・実用化、デジタル技術活用の格差拡大

５ 国際情勢の変化を契機とした経済安全保障の重要性の高まり等による半導体など国の戦略分野への大規
模投資の拡大

６ 世界的な原材料・エネルギー価格の上昇や、人手不足等に伴う労務費の高騰

７ 改正国土強靱化基本法に基づいた第１次国土強靱化実施中期計画（R8年度～R12年度）の策定
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労務費
～公共工事設計労務単
価(国土交通省)

材料費
～建設資材物価指数
((一社)建設物価調査会)

２ 社会経済情勢の変化
8/５
・局長：p15ポイントの１パラ目を受けれるよう国
土強靱化計画について、p14に変化として追記
・６ 新型コロナが価格高騰の要因となる補足（構
造の変化等）を。

8/18 ビジョン骨子案

２ひろしまビジョン策定後に顕在化した、特に考慮が
必要な情勢変化

(1)想定を上回るペースで進む人口減少→１

(2)急増する県内の外国人労働者や観光客、緊迫化す
る国際情勢(→5)

(3) 急速に革新・普及が進むデジタル技術と関連産業
の発展→４

(4) 自然災害の激甚化・頻発化や顕在化したリスクへ
の対応→2

(5) インフレ傾向と賃金上昇の兆し、不確実性の高ま
る経済情勢→６

※物価上昇の背景として、世界的な原材料・エネル
ギー価格の上昇をあげている。→修正する？

8/21 企画監会議
・ビジョン骨子案

修正前
５新型コロナの流行や国際情勢の変化を契機とした経
済安全保障の重要性の高まりによる半導体など国の戦
略物資に係る産業への大規模投資の拡大

６新型コロナの流行や国際情勢の変化を契機とした原
材料価格の高騰や、人手不足等に伴う労務費の高騰

3/6 グラフ時点更新

100.0

110.0

120.0

130.0

140.0

150.0

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

労務費・材料費の推移 ～H27を100とした場合

労務費 材料費
労務費

R2⇒R7 23%増

材料費
R2⇒R7 38%増

【現プラン(R3～)】

4/8 知事レクを踏まえた修正
目指す姿の修正へのつながりを
意識 4/13局内説明

修正前
１人口減少、少子化・高齢化の
深刻化による担い手不足

（建設業の技能労働者、イン
フラ管理者である市町の技術職
員、地域の担い手 など）



【基本的な考え方】

○ 人口減少の更なる進展などの社会情勢の変化や個別の事業箇所の進捗の遅れ等は生じているものの、
計画策定時の想定から大幅な状況変化はないことから、顕在化した課題等に的確に対応できるよう必要
な改定を行った上で、目指す姿の実現に向けて、これまでの取組方針に基づき、計画的な社会資本整備
を進める。

○ 気候変動等により更に激甚化・頻発化が懸念される気象災害や、人口減少の進展による地域の活力の
低下等の懸念、インフラ老朽化の進展等の課題に対し、新たな技術や知見等を踏まえながら、引き続き、
必要な施設整備を行っていく。

○ 一方、物価高騰が続く場合、実質的な事業量の目減りが懸念される中、国に対し国土強靱化など有利
な財源の確保を要望するなど、事業量の確保に努めるとともに、最適な資源配分やソフト対策をより一
層強化する必要がある。

○ また、人手不足が益々深刻化する中で、事業を計画的に進めていくことができるよう、建設業全体の
デジタル化を底上げし、生産性向上を図るとともに、管理者の枠を超えたインフラマネジメントを推進
する必要がある。

財政課の次期中財策定検討の方向性(R7.8.28経営企画監会議提出予定)を踏まえ、記載内容を調整

8/1 局長：見直しのポイントを追加すること
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○ 防災・減災対策の充実・強化による強くしなやかな県土の実現

○ 先端産業の集積や県内外の交流拡大等を支えるインフラ整備による
豊かで魅力ある地域づくりの推進

○ 建設分野の生産性向上等による人手不足対策・担い手確保の推進

見
直
し
の

ポ
イ
ン
ト

8/５ １パラ目関連。局長：国土強靱化計画について、p14に変化として追記をするべき
その他は局経戦会議の議論においてその場で修正
修正前
○物価高騰等も踏まえ、国の第１次国土強靱化実施中期計画に対応した防災・減災対策の
強化
○先端産業の振興など若者減少対策に寄与するインフラ整備の促進
○モーダルシフトの促進やデジタル技術の活用等による人手不足対策の推進

9/3 ワッペンはずす

基本的な考え方】

人口減少の更なる進展などの社会情勢の変化や個別の事業箇所の進捗の遅れ等は生じている
はないことから、顕在化した課題等に的確に対

改定を行った上で、目指す姿の実現に向けて、これまでの取組方針に基づ

気候変動等により更に激甚化・頻発化が懸念される気象災害や、半導体等の国の戦略物資へ

一方、物価高騰が続く場合、実質的な事業量の目減りが懸念される中、国に対し国土強靱化
事業量の確保に努めるとともに、最適な資源配分やソ

がある。

また、人手不足が益々深刻化する中で、事業を計画的に進めていくことができるよう、建設
とともに、管理者の枠を超えたインフラマ

する必要がある。

○物価高騰等も踏まえ、国の第１次国土強靱化実施中期計画に対応した防災・減災対策の強化

○先端産業の振興など地域経済の活性化に寄与するインフラ整備の推進

○建設分野の生産性向上やモーダルシフトの促進等による人手不足対策・担い手確保の推進

4/13局内説明時

○ 国土強靱化対策の強化等によるしなやかで美しい県土の実現

○ 先端産業等を支えるインフラ整備による豊かで魅力ある地域づくりの推進

○ 建設分野の生産性向上等による人手不足対策・担い手確保の推進

３ 見直しの方向性（基本的な考え方）



３ 見直しの方向性（計画期間・基本的な取組方針・計画体系・目指す姿）

計画期間 計画期間

令和３年度～令和12年度（10年間） 変更なし

基本的な取組方針 基本的な取組方針

・ 最適な資源配分による効果的なハード対策の推進
・ ハード対策を補完する取組の充実・強化
・ 効果的・効率的な維持管理の推進
・ 進展するデジタル技術の実装によるイノベーション

変更なし

計画体系 計画体系

目指す姿 目指す姿
県民が様々な場面（平時から非常時に至るまで）において、「安全・
安心」や「サービス（利便性・快適性・生産性）」等の向上を実感で
きる社会

変更なし

関連計画

インフラ老朽化対策の中長期的な枠組み

広島県建設産業ビジョン

広島デジフラ構想

広島県道路整備計画 ひろしま川づくり実施計画

ひろしま海岸防災プランひろしま砂防アクションプラン

広島県みなと・空港振興プラン 県営住宅再編５箇年計画

事業別整備計画

広島県耐震改修促進計画

安心▷誇り▷挑戦 ひろしまビジョン（令和２年10月策定）

社会資本未来プラン（令和３年３月策定）

関連計画
インフラ老朽化対策の中長期的な枠組み

広島県建設産業ビジョン

広島デジフラ構想

広島県道路整備計画 ひろしま川づくり実施計画

ひろしま海岸保全実施計画ひろしま砂防アクションプラン

広島県みなと・空港振興プラン 広島県営住宅再編計画

事業別整備計画

広島県耐震改修促進計画

安心▷誇り▷挑戦 ひろしまビジョン（令和２年10月策定 令和８年６月改定）

社会資本未来プラン（令和３年３月策定  令和８年11月改定）

ひろしま公園活性化プラン

16

現行現行 見直し後見直し後

県営住宅再編５箇年計画

8/５住宅課 他の計画と横並びを考慮し、計画名
を変更する。事業別整備計画の骨子案で示す。
修正前

9/30 再度計画名の修正を検討することとなった

11/10 計画名変更 案の段階

9/26 計画名修正

※要確認

3/9 ビジョンのスケジュール見直しに伴う修正
ビジョン策定時期表記、チーム確認
（閉会日次第で６月になることもある）

3/9 プランは策定時期検討中のため○とする



デ
ジ
タ
ル
ト
ラ
ン
ス
フ
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ョ
ン
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島
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ジ
フ
ラ
構
想
）
の
推
進

【県土づくりにおける 】～ 社会資本の適切な維持管理の推進 ～

安全・安心で、広島県の強みを生かした豊かで魅力ある持続可能な県土 ～社会変化に適応したインフラマネジメントの推進～

【施策の柱】

【安全・安心な県土づくり】

～ 安全・安心を支える
総合的な県土の強靭化 ～

【魅力ある持続可能な県土づくり】

～ 魅力的で持続可能な
社会を支える基盤形成～

施策Ⅰ 施策Ⅲ

共通施策

計画的に推進するための取組

効
果
を
高
め
る
た
め
の
施
策

○ 事業別整備計画の着実な推進 ○社会資本を支える担い手の確保・育成 ○多様な主体との連携 ○施策の点検

○誰にでもやさしい住環境・生活空間の整備

○中山間地域・島嶼部など地域を支える交通・
産業基盤の確保

○安全・安心に暮らせる集約型都市構造の形成

○人や産業を惹きつける活力のあるまちづくり
の推進

○地域資源を生かした住民主体のまちづくりの
推進

○地域の実情に応じた効率的な汚水処理

○河川・海域環境の改善（藻場・干潟），自然
環境の保護・調和

【取組方針⑤】
コンパクトで持続可能なまちづくりの推進

【取組方針⑥】
環境保全と循環型社会の構築

◼ 効果的・効率的な維持管理の推進
◼ 地域と協働した快適な公共空間の保全

◼ 計画的な県土保全対策の推進施策の点検

○安全で快適な道路空間の形成

○安全で快適な海上交通対策の推進

【取組方針①】
防災・減災対策の充実・強化

【取組方針②】
安全で快適な交通環境づくりの推進

３ 見直しの方向性（施策体系）

【県の強みを生かした県土づくり】

～ 交流・連携を支える
ネットワークの充実・強化 ～

施策Ⅱ

○瀬戸内海の魅力を生かしたみなと環境
の整備

○空港機能の充実

○生産性の向上など企業活動を支える物
流基盤の充実

○強い経済の基盤となるグローバルゲー
トウェイ機能の強化

【取組方針④】
集客・交流機能の強化とブランド力向上

【取組方針③】
経済・物流を支える基盤の強化

○主要都市間の連携を強化する基盤整備

○観光振興に資する基盤整備

※赤字：変更箇所

○自然エネルギー・建設副産物などの有効活用

○環境負荷の少ない交通体系への転換
環境負荷の低減に寄与する取組の推進

○災害時に機能する道路ネットワーク
の機能強化

○切迫する巨大地震に対する津波対策
や耐震化の推進

8/5局経戦での意見を踏まえた修正→特出しはせず、記載のある項目に盛り込む
（意見：「管理者の枠を超えたインフラマネジメントの推進」は特出しせずに項目に盛り込むことでも
よいのでは）

11/10 河川課
川づくり計画との整合により並びを変更

○平成30年７月豪雨災害等からの創
造的復興

3/16財政課指摘対応：「令和３年豪雨改良復旧プロジェクトの推進」について
は、項目出しをやめること（予算で頭出ししていないので）

3/16局内レク
再度災害防止については、実施することは明記するべき

○激甚化・頻発化する豪雨等に対する
事前防災や再度災害防止など総合的
な治水・土砂災害対策等の推進

県民が様々な場面（平時から非常時に至るまで）において、「安全・安心」や「サービス（利便性・快適性・生産性）」等の向上を実感できる社会

【目指す姿】
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３ 見直しの方向性

さらに、気候変動に伴う気象災害の激甚化・頻発化や、南海ト
ラフ巨大地震の切迫性の高まりに対応するため、土砂洪水氾濫
対策をはじめ、最新の知見に基づき必要な対策の見直しを図る
とともに、流域のあらゆる関係者と連携した流域治水の考え方
に基づく取組を強力に推進していく。

4/30順番入れ替え ↓修正前

5/2追加 建築課

国 ﾊﾟﾌﾞｺﾒ中→R7.６公布・施行

・令和12年までに、要安全確認計画記載建築物については早
期にそれぞれ耐震性が不十分なものをおおむね解消すること
を目標とする。

・都道府県及び市町村において、要緊急安全確認大規模建築
物及び要安全確認計画記載建築物それぞれについて、地域の
実情に応じて目標を定めるべきことを明記する。

5/29  避難行動を促す取組については、関係局と連携し、
効果的な対策や実効性のある目標への見直しを行う。→検討する。

5/29 見直しを行う→検討する

○ 気候変動に伴う気象災害の激甚化・頻発化に対応するため、近年の豪雨災害などの再度災害防止を含め、ハード・ソフト一体と
なった防災・減災対策を着実に実施することに加え、流域のあらゆる関係者と連携した流域治水の考え方に基づく取組を強力に推
進していくとともに、土砂洪水氾濫対策をはじめ、最新の知見に基づき必要な対策の見直しを図っていく。

○ また、避難行動を促す取組については、関係局と連携し、効果的な対策や実効性のある目標への見直しを検討する。

○ 建築物の耐震化については、令和７年７月に示された国の方針等も踏まえ、効果的な取組や実効性のある目標への見直しを行う。

施策Ⅰ

○災害時に機能する道路ネットワークの機能強化

○切迫する巨大地震に対する津波対策や耐震化の
推進

○安全で快適な道路空間の形成

○安全で快適な海上交通対策の推進

【取組方針①】防災・減災対策の充実・強化

○平成30年７月豪雨災害等からの創造的復興

【取組方針②】安全で快適な交通環境づくりの推進

現行現行

○激甚化する豪雨等に対する総合的な治水・土砂
災害対策等の推進

見直し後見直し後

【10年後の姿】（変更なし）
○激甚化する気象災害や巨大地震による社会経済活動への影響を最小限とするため、近年発生した浸水被害を解消するための治水対策や、防災拠点など
の災害時に重要となる施設を保全する土砂災害対策、県内全域の緊急輸送道路の法面対策など、より効果的かつ効率的なハード対策による事前防災が着
実に進んでいます。

○さらに、ハード対策のみではあらゆる災害を防ぎきることはできないという認識に立ち、平時から地域住民や関係者と協働した災害リスクの共有や避
難体制の強化を図るとともに、デジタル技術を活用した精度が高い防災情報を個々の状況に応じて取得することができ、自ら適切な避難行動をとるなど、
的確な備えや行動が当たり前の状態となっています。

【安全・安心な県土づくり】～ 安全・安心を支える総合的な県土の強靭化 ～

見
直
し
の
方
向
性

【取組方針①】防災・減災対策の充実・強化
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7/29 示される→示された

7/29 国土交通省 7/17告示

【取組方針及び主な取組】

○切迫する巨大地震に対する津波対策や耐震化の
推進

流域治水や土砂洪水氾濫対策の推進、
避難行動を促す取組や目標の見直し

取組内容の見直し

建築物耐震化の取組や目標の見直し

○安全で快適な道路空間の形成

○安全で快適な海上交通対策の推進

【取組方針②】安全で快適な交通環境づくりの推進

8/4気候変動に伴う気象災害の激甚化・頻発化や、南海ト
ラフ巨大地震の切迫性の高まりに対応するため、

11/10 河川課
川づくり計画との整合により並びを変更

3/16財政課指摘対応：「令和３年豪雨改良復旧プロジェクトの推進」について
は、項目出しをやめること（予算で頭出ししていないので）

○災害時に機能する道路ネットワークの機能強化

○激甚化・頻発化する豪雨等に対する事前防災や
再度災害防止など総合的な治水・土砂災害対策
等の推進

3/18 財政課長レク
「ともに」が続く、実際や取組内容の見直しと整合とれている？
令和３年豪雨災害の令和３年は出さないように。

3/18 局長、審議官レク
何の豪雨災害かが分からないので、「近年の」を追加すること



3/17修正 港湾修正

○ 引き続き、観光振興等に資す
る道路や港湾等の整備、広島空港
の航空路線の拡充、クルーズ客船
の継続的な寄港及び受入体制の強
化寄港促進に取り組む。

5/1修正 ２文を結合

5/1修正前

【取組方針④】

○ 引き続き、観光振興等に資する道路や港湾
等の整備、広島空港の航空路線の拡充、クルー
ズ客船の継続的な寄港及び受入体制の強化に取
り組む。

○ さらに、観光施策と連携し、広域周遊等に
つながる空港アクセスの機能の更なる強化に取
り組む。

３ 見直しの方向性

施策Ⅱ

○瀬戸内海の魅力を生かしたみなと環境の整備

○空港機能の充実

○生産性の向上など企業活動を支える物流基盤の
充実

○強い経済の基盤となるグローバルゲートウェイ
機能の強化

【取組方針④】集客・交流機能の強化とブランド力向上

【取組方針③】経済・物流を支える基盤の強化

○主要都市間の連携を強化する基盤整備

○観光振興に資する基盤整備

【10年後の姿】（変更なし）
○ 県内経済の発展や地域の活性化に繋がる、国道２号バイパスをはじめとした幹線道路の整備による広域道路ネットワークの形成や、船舶の大型化に
対応した岸壁の延伸、コンテナふ頭の拡張や臨港道路の整備、東南アジア諸国をはじめとする航路の拡充などにより、企業活動のグローバル化や生産性
向上に資する最適な物流ネットワークが構築されています。

○ さらに、広島空港の航空路線の拡充や、広島港におけるクルーズ客船の安全で快適な寄港環境の整備など、ビジネスや観光、日常生活において、そ
れぞれの目的に応じた最適な交通ネットワークにより、便利で快適な移動ができ、国内のみならず世界との交流や連携が活発に行われています。

現行現行
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【県の強みを生かした県土づくり】～ 交流・連携を支えるネットワークの充実・強化 ～

○ 産業施策や観光施策と連携しながら、物流・交流を支える基盤整備を着実に実施することに加え、国の戦略分野である半導体
産業等への大規模投資に対応したインフラ整備を強化する。

○ また、運輸業界の人手不足を踏まえ、ドライバー不足に対応した中継輸送拠点等の整備や、モーダルシフトの促進、物流最適
化等に向けた取組を強化する。

見
直
し
の
方
向
性

見直し後見直し後

【取組方針及び主な取組】

【取組方針③】経済・物流を支える基盤の強化

半導体産業等の集積に向けたイン
フラ整備、中継輸送拠点等の整備、
モーダルシフトの促進等

取組内容の見直し

○生産性の向上など企業活動を支える物流基盤の
充実

○強い経済の基盤となるグローバルゲートウェイ
機能の強化

○瀬戸内海の魅力を生かしたみなと環境の整備

○空港機能の充実

【取組方針④】集客・交流機能の強化とブランド力向上

○主要都市間の連携を強化する基盤整備

○観光振興に資する基盤整備

※9/18空港利用者数が課題に転じた（ビジョン指標）
課題として、グラハンもあることから、
見直しの方向性において、
・「運輸業界」にグラハンを含む
・取組は「等」に含む（引き続きの取組であるため）
と整理

交通との連携強化による更なる観光振興ＷＧ
観光と交通の連携を強化させ、観光の規模拡大と面的
な広がりを図り、県内各地への周遊の促進に向けた施
策を検討する。

4/8知事レク後
観光WG



5/2 都計・都環削除希望 時期尚早（全庁の動きが明確でない）
○ これまでの取組に加え、他の自然公園等と連携し、都市と自然の近接性という本県の魅力
を更に高める取組を推進する。

施策Ⅲ

○誰にでもやさしい住環境・生活空間の整備

○中山間地域・島嶼部など地域を支える交通・産
業基盤の確保

○安全・安心に暮らせる集約型都市構造の形成

○人や産業を惹きつける活力のあるまちづくりの
推進

○地域資源を生かした住民主体のまちづくりの推
進

○地域の実情に応じた効率的な汚水処理

○自然エネルギー・建設副産物などの有効活用

○河川・海域環境の改善（藻場・干潟）、自然環
境の保護・調和

○環境負荷の少ない交通体系への転換

【取組方針⑤】コンパクトで持続可能なまちづくりの推進

【取組方針⑥】 環境保全と循環型社会の構築

【10年後の姿】（変更なし）
○地域特性や規模に応じた拠点ごとに必要となる機能の集約や、土砂災害警戒区域等の災害リスクの高い区域から低い区域への居住の誘導が進むととも
に、区画整理事業と一体となった連続立体交差事業の推進などによる円滑で安全な交通の確保や、最適な公共交通ネットワークの構築が進み、利便性が
高く、安全・安心な生活を支えるまちづくりに県内全域で取り組んでいます。

○さらに、集約された各拠点においては、デジタル技術を活用した便利で質の高い様々なサービスを提供するための取組が各市町において展開されると
ともに、地域の歴史的資源やオープンスペースなどの利活用により、地域の特色を生かした賑わいや住み続けたくなるような魅力のある居住環境が創出
され、快適でゆとりのあるライフスタイルを支える基盤が形成されています。

20○環境負荷の低減に寄与する取組の推進

３ 見直しの方向性

○ これまでの取組に加え、サプライチェーン全体の脱炭素化に取り組む企業等とも連携したカーボンニュートラルポート
（ＣＮＰ）形成など、2050年カーボンニュートラルの実現に向けた取組を強化する。

見直しの
方向性

【魅力ある持続可能な県土づくり】～ 魅力的で持続可能な社会を支える基盤形成～

現行現行 見直し後見直し後

20

6/6 知事説明：環境負荷低減に寄与する建設材料について発言あり

【取組方針及び主な取組】

○誰にでもやさしい住環境・生活空間の整備

○中山間地域・島嶼部など地域を支える交通・産
業基盤の確保

○安全・安心に暮らせる集約型都市構造の形成

○人や産業を惹きつける活力のあるまちづくりの
推進

○地域資源を生かした住民主体のまちづくりの推
進

○地域の実情に応じた効率的な汚水処理

○自然エネルギー・建設副産物などの有効活用

○河川・海域環境の改善（藻場・干潟）、自然環
境の保護・調和

【取組方針⑤】コンパクトで持続可能なまちづくりの推進

【取組方針⑥】 環境保全と循環型社会の構築

取組内容の見直し

ＣＮＰ形成に向けた取組の推進
など、環境負荷低減への取組の
推進

※取組（素案）は、トンネル照明のＬＥＤ化、道路関係車両の電動車化のみ。技術革新は×。

3/6 環境負荷の低減に寄与する取組はCNPを代表とし他は「など」に含めて表記
修正前：建設業における環境負荷芸厳への取組の推進

3/6 環境負荷の低減に寄与する取組はCNPを代表とし他は「など」に含めて表記
修正前：建設業における環境負荷の低減など、2050年カーボンニュートラルの実現に向けた取組を強化する。



3/18下水について記載すること
→国が設置した「上下水道政策の基本的なあり
方検討会」の動向を注視しつつ、未普及対策、
老朽化対策、耐震化について県の方針を整理し、
広島県汚水適正処理構想の次期基本方針を決定

5/29修正 新たな計画を策定し、→計画を策定し
：新たなを削除（別で計画を作るか未確定であるため

共通施策
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３ 見直しの方向性

【県土づくりにおける共通施策】～ 社会資本の適切な維持管理の推進 ～

現行現行 見直し後見直し後

○ インフラの老朽化が一層進展する中で、機能や景観が良好に維持されるよう、ライフサイクルコスト縮減を図りながら、効
果的・効率的な維持管理を推進する。
 

○ さらに、これまで河川堆積土等除去計画に基づき推進してきた河川内の堆積土等の除去に加え、地域に頼ってきた 除草、伐
木の維持管理についても計画を策定し、取組の強化を図る。

【10年後の姿】（変更なし）
○ AI/IoTなどのデジタル技術を最大限に活用して、既存インフラの状況をより的確に把握し劣化状況を高い精度で予測するなど、維持管理の高度化・効
率化を図るとともに、国・県・市町など管理者の枠を超えた連携体制や仕組みを構築することで、社会資本の機能が適切に維持・発揮され続け、県民の
安全で快適な日常生活や社会経済活動を支えています。

○効果的・効率的な維持管理の推進

○計画的な県土保全対策の推進

○地域と協働した快適な公共空間の保全

○効果的・効率的な維持管理の推進

○計画的な県土保全対策の推進

○地域と協働した快適な公共空間の保全

【主な取組】

取組内容の見直し

除草、伐木対策の強化

8/5局経戦での意見を踏まえた修正 p23と重複のため削除
削除内容↓
○また、市町を中心に技術職員の確保が困難となる中で、維持管理に留まらない
「管理者の枠を超えた連携体制や仕組み」の構築に向けた取組を強化する。

見
直
し
の
方
向
性

3/16財政課指摘 堆積土等除去についても記載すること
→「これまで計画的に推進してきた河川内の堆積土等の除去に加え、」追
記

3/16財政課指摘 伐木についても明記すること→追記。河川の樹木伐採も
伐木に含む。等は削除。（河川課確認）

3/18 財政課長レク
コメントのみ
堆積土を推しだすのに、横並びは考えず、主な取組に
ぶら下げたらいいのでは。（修正不要）

4/8知事レク後
R4.4.19建設委員会資料（長寿命化に効率
化、高度化が加わる制度改正）、パンフ

ライフサイクルコスト縮減等に
資する革新技術の活用推進



【10年後の姿】（変更なし）
○ 社会資本整備の調査・設計・施工から維持管理のあらゆる段階において、デジタル技術を最大限に活用した、より効果的・効率的なインフラマネジ
メントを推進し、 県民の安全・安心や利便性、建設分野の生産性が向上しています。

○ さらに、行政をはじめ、民間を含めた様々なデータを誰もが利活用できるオープンデータ化が進み、民間企業等との連携により、防災・物流・交
通・観光など幅広い領域においても、官民データを組み合わせた新しいサービスや付加価値が次々と創出されています。

○県民の安全・安心や利便性の向上

○建設分野の生産性向上

○新たなサービス・付加価値の創出

効果を高める
ための施策
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○県民の安全・安心や利便性の向上

○建設分野の生産性向上

○新たなサービス・付加価値の創出

３ 見直しの方向性

【デジタル技術の実装によるイノベーション】～デジタルトランスフォーメーション（広島デジフラ構想）の推進～

○ 深刻な人手不足を踏まえ、建設業界全体へのデジタル技術の普及を促進し、業界全体の生産性向上に向けた取組を強化す
る。ー

見
直
し
の

方
向
性

現行現行 見直し後見直し後

取組内容の見直し

中小建設事業者へのデジタル技術
の普及促進

【主な取組】



○地域と協働した快適な公共空間の保全

3/18今も行っているが、より確度や精度を高める書き方にすること

3/18中山間地域振興計画については、現時点で記載する必要はない。
集落におけるインフラの維持管理の絞りこみが論点では？
最終的にはいれてよいのでは。

○ 事業別整備計画における個別箇所の選定においては、用地取得などにおけ
る実施環境上の課題がないか、市町からのヒアリング等において精査する。

○ さらに、インフラの管理者である市町の人材不足にも対応するため、中山
間地域振興計画に基づく集落対策とも連携し、管理者の枠を超えた事業や人
材育成の連携・共同化などを強化する。
※ 「管理者の枠を超えたインフラマネジメントの推進」として新たな項目の
追加を検討

3/18事業を立ち上げる際に、用地等のリスクをしっかり検証した方がよい。

事業実現性の重みづけをする

3/19修正前
○ 事業別整備計画における個別箇所の選定においては、より事業実施の確度を高めるため、実施市町からのヒアリング等において精査する。

3/19道路企画から修正依頼
事業実施の確度の向上をするためだけにヒアリングを実施すると受け取られるので修正してほしい。

削除

7/29「※「管理者の枠を超えたインフラマネジメントの推進」として新たな項目の追加を検討」を削除

現行現行

○ 前回同様、施策を超えた評価に基づき、事業別整
備計画において、具体的な整備箇所を整理する。

○ 事業別整備計画における個別箇所の選定において
は、より事業実施の確度の向上に留意し、実施市町か
らのヒアリング等において精査する。

事業別整備計画 ～具体的な整備箇所

道路 河川 砂防 海岸 港湾 漁港

市 町

上記評価項目や事業ごとの判断基準に基づき、事業ごとの優先順位を市町と調整

施策の評価

施
策

安全・安心を支える総合
的な県土の強靭化

交流・連携を支えるネッ
トワークの充実・強化

魅力的で持続可能な社会
を支える基盤形成

①防災・減
災対策の充
実・強化

②安全で快適
な交通環境づ
くりの推進

③経済・物
流を支える
基盤の強化

④集客・交流
機能の強化と
ﾌ゙ ﾗﾝﾄ゙ 力向上

⑤ｺﾝﾊ゚ ｸﾄで 持
続可能なまち
づくりの推進

⑥環境保全
と循環型社
会の構築

【評価項目】事業効果、緊急性、実施環境、波及的影響
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計画的に推進するための取組

３ 見直しの方向性

○ 建設業界の人手不足の深刻化を踏まえ、第三次・担い手３法の適正運用に加え、生産性の向上や魅力向上・発信など、これ
までの担い手確保に向けた取組を強化する。

○ さらに、インフラの管理者である市町の人材不足にも対応するため、管理者の枠を超えた事業や人材育成の連携・共同化な
どを強化する。

見
直
し
の

方
向
性

○事業別整備計画の着実な推進

○社会資本を支える担い手の確保・育成

○多様な主体との連携

○施策の点検

○事業別整備計画の着実な推進

○社会資本を支える担い手の確保・育成

○多様な主体との連携

○施策の点検

見直し後見直し後

社会資本整備の優先順位

取組内容の見直し

法の適正運用や担い手確保に向けた取組

管理者の枠を超えた事業や人材育成の連
携・共同化

8/5 建産 向けた→踏まえた

8/29 建設産業課修正
修正前
【見直しの方向性】
○ 建設業界の人手不足の深刻化を踏まえ、建設業担い手三法の改正（R7.12全面施行予定）を踏まえた
取組など、R7年度からの新たな人手不足対策を含めた担い手確保・育成の強化を図る。
【見直し後 取組内容の見直し】
建設業担い手三法の改正に向けた取組等

8/5局経戦での意見を踏まえた修正→特出しはせず、記載のある項目に盛り込む
（意見：「管理者の枠を超えたインフラマネジメントの推進」は特出しせずに項目に盛り込むことでも
よいのでは）

11/21 ＡＨＰ法（階層化意思決定法）に関する記載を削除

※改正担い手三法完全施行 12/12

3/2  改正担い手三法→第三次・担い手三法

6/25 建産から修正依頼
・担い手３法（国の正式な呼び方に合わせる）
・R7.12全面施行 削除 既に施行しており不要



４ 社会資本未来プランの改定に向けたスケジュール

令和７年度 令和８年度

７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 2月 ３月 ４月 5月 ６月 7月 8月 9月 10 月 11月 12月 １月

社
会
資
本
未
来
プ
ラ
ン

改
定

関
連
計
画
策
定

（
事
業
別
整
備
計
画
）

ビ
ジ
ョ
ン

改
定

パブコメ
集中審議

素案
作成

常任委員会 常任委員会 常任委員会

プライオリティの整理

常任委員会
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4/15 修正_常任）プランの見直しについてを５月→７月

骨子案作成
骨
子
案
協
議

経営戦略会議

最終案
作成

骨子案作成 素案作成

常任委員会 常任委員会 常任委員会

●
骨子案

●
素案

改
定

最
終
案
整
理

市町意見
照会等

骨
子
案
公
表

社会資本整備
調整

会議等

骨
子
案
公
表

素
案
公
表

計
画
策
定

●
議案提出

素
案
公
表

プ
ラ
ン
改
定

常任委員会

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
見
直
し
説
明

変更前

※1 関連計画のうち、パブリックコメントを実施するものについては、意見募集期間を確保するため、素案公表の前倒しも検討。

※2 令和７年度末に終期を迎える関連計画は、次期計画を策定する時期まで、計画期間を延長する（ホームページに記載し周知）。

※3 次期事業別整備計画における５年間の実施予定箇所は、次期計画の骨子案公表後に、関係市町等と調整を行い、整理する。

なお、令和８年度の実施予定箇所は、令和８年度当初予算において整理する。また、市町との事前調整は適宜実施する。

※１ 関連計画のうち、パブリックコメントを実施するものについて、意見募集期間を確保するため、素案公表の前倒しも検討するなど、

必要に応じてスケジュールを調整する場合がある。

※２ 次期事業別整備計画における５年間の実施予定箇所は、次期計画の骨子案公表後に、関係市町等と調整を行い、整理する。

3/10 スケジュール修正

※1※2

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
等
説
明

3/13 財政課から中財を消
すように

3/25 スケジュールのみ修正
骨子案作成を７月～（８月建

設委員会資料）
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